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　この貸付金制度は、失業や減収等により生計の維持が困難になり、生活再建のため継続的
な相談支援（就労支援、家計支援）を必要とする世帯に対し、生活費及び一時的な資金の貸
付を行うことにより自立を支援し、世帯の自立を図ることを目的とします。

・生計中心者として、収入のあったことを証明する書類のない方
・現在病気療養中で求職活動の困難な方
・生活福祉資金（緊急小口資金、離職者支援資金など）等の貸付を受け、償還中の方
・生活福祉資金等の連帯保証人になられている方
・多額の負債がある方、破産手続き中など、法的整理中の方
・雇用保険、一般求職者給付などを受給中、給付制限中、又は受給資格を有する方
・生活保護法の被保護世帯
・年金を受給中の方（小額受給の方を含む）
・現在の世帯合計収入が生活福祉資金貸付対象世帯収入基準を超えている場合
・多額の貯蓄等を有する方
・自営業者の方（自営業者の事業に充てるための貸付は対象外。ただし、別の就業を考えて
　いる等自立が見込まれる場合は除く）
・外国人の方は上記①、②に当てはまらない方

　資金の貸付対象は、以下のすべてに該当する世帯です。

(1 ) 原則として自立相談支援事業の利用対象者で、貸付の必要性が認められていること。
(2 ) 現に住居を有していること又は住居確保給付金の申請を行い住居の確保が確実に見込ま

れること。
(3 ) 生計中心者の失業により生計の維持が困難となった低所得者世帯であること。
(4 ) 生計中心者が失業等給付、職業訓練受講給付金、生活保護、年金等の他の公的給付又は

公的な貸付を受給しておらず、生活費を賄うことができないこと。
(5 ) 生計中心者が就労することが可能な状態にあり、求職活動等仕事に就く努力をしている

こと。
(6 ) 生計中心者が就労することにより世帯の自立が見込めること。
(7 ) 生計中心者が自立することにより、償還が可能となることが見込まれること。
(8 ) 実施主体及び関係機関から、貸付後の継続的な支援を受けることに同意していること。
(9 ) 生計中心者が離職したことが明らかであること。
(10) 生計中心者が原則として20歳以上であること。
　　※借入申込者が外国人の場合は、次のいずれの条件にも該当することが必要です。
　　　① 在留カードを所持されていること。
　　　② 国内に６ヶ月以上居住し、将来とも永住する確実な見込みがあること。

◆ ただし、次の方は本制度の対象となりません

市町社協で受付けた借入申込書は市町社協を経て県社協で審査を行います。
貸付決定（不承認）したときは、借受申込者および連帯保証人に貸付決定（不承認）通知を送付します。
※不承認になった場合、その理由はお答えいたしません。

貸付が決定した場合は、借用書（以下、契約書）により貸付契約を締結します。
貸付決定通知と同時に送付する契約書に、借受人、連帯保証人が必要事項を記入、自署し実印を押印（印鑑
証明書添付）する。市町社協は、速やかに県社会福祉協議会あて提出してください。
同時に、償還のための口座振替依頼書（金融機関のお届け印を押印）の取入れを行います。
貸付金を受ける振込口座については、別途、貸付金振込み口座申請書の取入れを行います。
ただし、住宅入居費は不動産業者等に直接振込みます。なお、一時生活再建費も可能な限り（振込先のわか
る場合）支払先に直接振込みます。

借受人は毎月末日までに当月分の就職活動の報告として、公共職業安定所において安定所担当者の支援結果
の押印のある「 職業相談確認票（様式住－６）」を市町社協に提出します。
※確認票が提出されないときには、貸付を停止します。

①住所を変更したとき、②借受期間中に就職したとき、③世帯構成員の死亡、行方不明、破産、入院、転出
入等世帯の状況に著しい変更があったとき、④連帯保証人の状況に著しい変更（死亡、行方不明、失業、破
産）があったとき等には、直ちに市町社協または県社協に届出るものとします。

前項に記載する届出があったとき、又は届出がなくともその事実が判明したときは、将来に向かって貸付を
停止し、又は決定した貸付内容を変更することがあります。

①貸付金を他に流用したとき、②市町社協または県社協による相談・支援に従わないとき（理由なく求職活
動等を行わないとき等）③虚偽申込その他不正な手段で貸付を受けたとき、④故意に貸付金の償還を怠った
ときは、貸付金の全部又は一部の一括償還を請求します。

据置期間経過後、償還開始前までに「償還開始のお知らせ」をお送りします。
償還金は、毎月借受人の金融機関指定口座から契約書の約定どおりに口座振替により引落を行います。
振替口座は、貸付決定通知書と一緒に送付される「預金口座振替申請書」の口座とします。
償還を終了したときには、償還完了のお知らせをお送りします。

償還期限までに償還しなかったときは、延滞金につき年3.0％の延滞利子を徴収します。
※延滞利子は、償還期限の翌月の初日から支払までの日数で計算します。

貸付金は、償還期限内であれば繰上償還（元金６ヶ月分以上）することができます。繰上償還を希望される
ときは、県社協にお問い合わせください。

貸付申込に必要な公的証明書等の取得手数料や諸届出の郵送料、その他の手続きに要した交通費などの費用
は全て借入申込者の負担となります。

各市町社会福祉協議会

社会福祉法人
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※１ 貸付金額は、就職活動を行うための必要最小限の生活費となります。また、貸付期間終了後においても
まだ就労に至らなかった場合、自立支援事業および就職活動状況から、再貸付が必要とされる場合は、
貸付当初から通算して12ヶ月以内で申請ができます。ただし、１回の申請は、貸付期間３ヶ月以内と
なります。

※２ 住宅入居費は住居確保給付金を申請している方に限り、入居に必要な経費となります。
※３ 一時生活再建費は、立退き寸前の家賃滞納およびストップ寸前の電気、ガス、水道のライフライン滞納、

住居確保給付金を申請した場合の最低限の家具什器。

貸 付 条 件

　貸付を受けるには、原則、自立相談支援事業を利用し、自立に向け計画的な取り組みを行い、それに
基づいて活動されることが必要です。貸付期間中は毎月、求職活動状況について報告いただきます。送
金には求職活動していただくことが条件となります。

申込に必要な書類

１ 申込書（１部）　
　・借入申込者は、申込書の必要事項を正確に自署で記入し、押印して下さい。
　　※本書に記載している貸付条件、注意・遵守事項を理解し、了解のうえ申し込んで下さい。
　　※申し込みの際、貸付申請にあたって別紙同意書を提出していただきます。
　・連帯保証人は、連帯保証人欄に必要事項を自署で記入し、押印して下さい。
　・申込書の不備等に伴う書類の保管期限は１ヶ月間です。その間に申請書類が整わない場合は申込を
　　辞退されたものとみなします。

２ 添付書類
【借入申込者に関する書類】
　次表の「事項」ごとにその右欄に記載された事実を証明するいずれかの書類を添付して下さい。
◎各事項について、その事実を証明する書類が重複する場合は当該書類１部。
◎なお、住宅入居費を申請する方は、居住地が確定してから住民票、印鑑証明書を提出してください。

　貸付申請には①～⑦が必要となります。
　　加えて住宅入居費を申し込む場合は⑧、一時生活再建費を申し込む場合は⑨が必要です。
　　また、住宅入居費を申し込む場合は、申し込みの際に申込書の償還計画に基づいた借用書を作成し
　　提出していただきます。

連帯保証人は以下のいずれにも該当することが必要です。
(1)借受人と別世帯に属する方であって、滋賀県に居住する方。ただし、３親等以内の親族である場合
は他の都道府県に居住する方でも連帯保証人となることができます。

(2)20歳以上75歳未満で、年間収入が120万円以上の方。
(3)総合支援資金および他の貸付金（離職者支援資金、福祉資金等）の借受人または連帯保証人になっ
 　ていない方。
(4)外国人の場合は、借受対象者に準じます。

その他、借受対象者に準じて以下の場合は保証人となれません。
(1)居住地と住民票の住所が異なる方、特定の住居を有さない方。
(2)生活保護法の被保護世帯の方。
(3)多重債務者や多額の負債がある方、破産手続き中など法的整理中の方。
(4)借受人と婚姻関係にある配偶者（別居を含む）。

資金の種類

生活支援費

住宅入居費
※２

資金使途 貸付金額 据置期間 償還期間

生活再建までの間に
必要な生活費用

月額20万円以内※１
(単身世帯は15万円以内)
貸付期間　３ヶ月以内
（12ヶ月まで延長可能）

貸付期間終了後
６ヶ月以内

据置期間
経過後、
10年以内

貸付の日（生活支
援費とあわせて貸
付けている場合に
は、生活支援費の
最終貸付日）から
６ヶ月以内

40万円以内

60万円以内

住宅の賃貸契約を結
ぶために必要な費用

生活再建に必要な一
時的な費用であって、
日時用生活で賄うこ
とが困難であるもの

一 時 生 活
再 建 費
※３

貸 付 利 率

連帯保証人

連帯保証人あり　無利子　/　連帯保証人なし　年利1.5％

原則１名必要（なしの場合は有利子）

対　　象 事　　項 添　付　書　類　（例　示）

借入申込人

保証人要件 人　数 添　付　書　類　（例　示）

1　名
県・市町民税課税証明書（課税対象額が明記されているもの）
同　　　　　　　通知書（　　　　　　同　　　　　　　　）
または　源泉徴収票（写）、確定申告書（写）

年間収入が120万円以上

①世帯の状況が明らかになる書類
　及び本人を確認する書類※４

②自立に向けた取組みについての計画書

住民票（写）ただし、住居がなく住宅手当申請中の方は、
住居が確定した後、住民票、印鑑証明書を登録し提出する
（世帯全員分：発行されてから３ヶ月以内のもの）
借入申込者が外国人の場合は、現住地の居住歴が記載さ
れている住民票

市町社協にて作成します。（ただし、住宅手当申請時に作成
された場合は、その写しでも可）

≪収入減少の方≫
③収入が減少したことが明らかになる
　書類　※５

給料明細（写）（３ヶ月～６ヶ月の範囲内で比較）
預貯金口座の通帳（写）
※５　収入の減少前と減少後がわかるものが必要

≪失業中の方≫
④失業前に収入があったことが明らか
　になる書類

県・市町民税課税証明書、  源泉徴収票（写）、
所得税の確定申告書（写）、  雇用保険受給資格者証（写）

≪失業中の方≫
⑤失業した時期が明らかになる書類

≪失業中の方≫
⑥現在の求職状況が明らかになる書類
　※６
≪失業中の方≫
⑦雇用保険の被保険者であった者は求職
者給付の受給資格が明らかになる書類

【住宅入居費を申請する場合】
⑧住宅手当申請時に交付された書類お
よび入居予定住宅の契約に関する書
類（右記載の書類すべての提出が必要）

離職票（写）、  適用事業所全喪届（写）、
雇用保険適用事業所廃止届、　雇用保険受給資格者証（写）、
個人事業の廃業届（写）、  退職辞令（写）、　閉鎖謄本（写）、
離職直前の雇用主の発行する離職証明、
健康保険任意継続被保険者証（写）

入居住宅に関する状況通知書（写）
住宅手当支給対象者証明書（写）
入居住宅に関する不動産賃貸契約書（写）※７
※７　申請時に提出できない場合は、賃貸契約後に提出

ハローワークカード（求職受付票）
※６　申込日から３ヶ月以内のもの
　　 雇用保険受給資格者証（写）

雇用保険受給資格者証 （写）

※４　本人確認ができる運転免許証、パス
ポート、住民基本台帳カード等顔写真
のついた書類の（写）

【一時生活再建費を申請する場合】
⑨資金使途と金額、支払先がわかるもの 滞納している家賃や公共料金の請求書、家財道具の見積書

◎その他、県社協が必要と認めた場合は、上記書類以外に提出を求めることがあります。

【連帯保証人に関する要件と添付書類】

連 帯 保 証 人

　　提　　


